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公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団国際交流課 



 

 

 

1．委託事業名 

 外国人避難者登録フォームリレーショナルデータベース化構築業務 

 

2．目的 

 公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団国際交流課では、大規模災害時に外国人を支援する

ための「避難者オンライン登録フォーム」をGoogle フォームで制作したが、はき出されるデータが平面的なスプ

レットシートによるため、データ抽出や管理、活用に課題がある。スプレッドシートをリレーショナルデータベース

化することにより、得られるデータをより有効かつ効果的に処理し複雑な検索条件などにも対応できるよう、フ

ォームを構築することで、大規模災害時に関係機関へ迅速に情報提供できるよう環境を整備することを目

的とする。 

 

３．委託期間 

 2018 年契約締結の日から平成 30年 10月 31日（水） 

 

4．事業予算額 

 1,400,000 円（消費税及び地方消費税含む）以内* 

 *この金額は、企画提案公募のために提示した金額であり、実際の契約金額ではない。 

 

５. 企画提案内容  

 企画提案内容は、次の通りとするが、予算の範囲内で独自の企画を追加し提案すること。 

（1）新規にフォームを制作するか、既存のオンラインフォームを活用するかいずれでもよい。いずれの場合 

    も、パソコン及びスマートフォン等に対応できることを前提とする。なお、既存のフォームを活用する場 

    合、Google フォームのアップデートに対応できるよう構築すること。 

（2）言語数は英語・中国語・韓国語・スペイン語の 4言語とし、4言語を統合するトップページを設け 

    言語選択によりページが分岐するよう構築すること。言語を追加できる場合、併せて提案すること。 

 (3) 複数あるフォームから抽出されるスプレッドシートをリレーショナルデータベース化し、指定された質問へ 

    の回答が、１つのスプレッドシートに縦罫に蓄積されるよう構築すること。 

（4）１つに集約されるスプレッドシートの 1行目のセルには、指定された質問が日本語で表示されるよう 

    構築すること。 

（5）代表者と同伴者を区別し、入力単位に ID を振り、人数分は枝番で管理できるよう提案すること。 

（6）トップページを設け言語を統合するトップページを設け、はき出される複数のスプレッドシートを１つ 

    のスプレッドシートで確認できるよう提案すること。 

（7）情報セキュリティ対策を提案すること。 

（8）蓄積するデータ数は、50,000 件程度に対応することを想定している。 



 

 

６．委託業務内容 

（1）リレーショナルデータベース設計と構築 

（2）4言語を統合するトップページ変換Web アプリ 

（3）マスターデータ入力による総合評価確認 

（4）その他「５企画提案内容」に関連する事項 

 

７．対応機種 

（1）PC での閲覧は「OS(Windows 及びMac)」に対応し、一般的に使用されているウェブブラウザ 

(IE、Microsoft Edge、FireFox、GoogleChrome、Safari 等)により支障なく利用できること。 

（2）スマートフォンでの閲覧は最新の iOS や Android OS に対応し、iOS及び Android OS で一般的 

 に使用されているウェブブラウザ(Safari、Google Chrome 等)により支障なく利用できること。 

 

8．実施体制  

 受託者の体制は次の条件を満たすこと。  

 （1）本業務の責任者として、プロジェクト全体を十分に管理可能な者をプロジェクトリーダーとして設置す 

  ること。  

 （2）問題等発生時の対応体制を明確にし、その責任者名を明確にすること。  

 （3）通常及び緊急時において迅速に委託者との連絡を可能とすること。 

 

９．個人情報の保護  

 受託者は、本業務を履行する上で、個人情報を取り扱う場合は、沖縄県個人情報保護条例 （平成 

17 年沖縄県条例第２号）を遵守しなければならない。  

 

10．瑕疵担保責任  

 受託者は、財団に納入した納品物の瑕疵について、納品日から起算して３年間、担保の責を負うものと

する。受託者は、納品物の瑕疵が受託者の故意又は重大な過失に基づく場合には、当該瑕疵を発見した

ときから 5 年間、担保の責を負うものとする。 財団は、前述の期間、瑕疵のある納品物について、受託者

に相当の期間を定めて修補を依頼し、又は修補に代え若しくは修補と共に当該瑕疵により生じた損害に対

する賠償の請求をすることができるものとする。 

  

 


